
■ 評価について（議員１７人が条項ごとに評価）

※評価の考え方
Ａ できている（これまで通り実施）
Ｂ できている（ただし改善等が必要）
Ｃ できていない（対応の検討が必要）
Ｄ できていない（条例改正が必要）
Ｅ その他

■ 総合評価について（市議会全体としての評価）

※評価の考え方

光市議会基本条例評価・検証シート

① Ａが の合計数より多い場合は総合評価をＡとし、同数または少ない場合は何らかの対応が必要となるものと
 整理する。
② ①において、総合評価がＡでない場合、 の中で最も数が多いものを総合評価とし、同数の場合は下の評価の
 ものを採用する。
③ 無回答についてはカウントしない。



A B C D E 総合

第1条

(目的)
　この条例は、二元代表制のもと合議
制機関である議会の役割を明らかにす
るとともに、議会及び議員の責務、活
動原則、その他の基本事項を定めるこ
とにより、議会がその機能を高め、市
民の負託に的確に応え、もって市民福
祉の向上と市政の発展に寄与すること
を目的とする。

第2条

(議会の活動原則)
　市民の代表機関である議会は、次に
掲げる原則に基づき活動するものとす
る。
(1)　市民への議会活動の説明を行うた
めに、積極的な情報公開や市民が参画
しやすい議会運営を行うこと。

第2条

(2)　市民の多様な意見の把握と政策の
立案及び提言等の強化に努め、市政及
び議会活動に反映させること。

・市民の多様な意見の把握が十分に
できていない。
・市民の意見をもっと聞いた方が良
い。

第2条

(3)　議会本来の機能である政策決定並
びに市長その他の執行機関(以下「市長
等」という。)の事務について監視及び
評価を行うこと。

・市長等の事務の監視が十分でな
い。

第2条

(4)　市民に分かりやすい視点、方法等
で議会運営を行うこと。

・依然として、市議会モニターにも
理解されていない事がある。

条文 取組状況等 今後の対策等
評価

意見等自由記述欄

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

（評価対象としない）

1 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第3条

(議員の活動原則)
　議員は、市民の負託を受けて議員に
選出されたことを自覚し、次に掲げる
原則に基づき活動するものとする。
(1)　議員は、議会が言論の府であるこ
と及び合議制の機関であることを十分
に認識し、議員間の自由な議論を尊重
すること。

・十分な議論がなされない時があ
る。
・議員間の十分な議論がなされず、
一方的な場合がある。

第3条

(2)　議員は、市政全般についての課題
並びに市民の意見及び要望等を的確に
把握するとともに、自己の能力を高め
る不断の研さんに努め、市民の代表と
してふさわしい活動をすること。

・議員各自に市民の代表としての自
覚が足りないと考える。

第3条

(3)　議員は、議会の構成員として、市
民福祉の向上を目指して活動するこ
と。

・更なる市民福祉の向上に取り組む
べき。

第3条

(4)　議員は、市政に関する調査研究に
積極的に取り組むこと。

・調査研究に更に積極的に取り組む
べき。

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

（４条以降の各条項において評価）

2 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第4条

(会派)
　議員は、円滑な議会活動を推進する
ため、会派を結成することができる。
２　会派は、理念や政策を共有する議
員で構成する。
３　会派は、政策の立案及び提言、政
策決定に関し、必要に応じ会派間で調
整を行い、合意形成に努める。
４　会派の結成等については、別に定
める。

　会派代表者会議を開催する
等により協議・調整を行い、
円滑な議会活動を推進するた
めの合意形成に努めている。

　会派の異動等については、
別に定めることとしており、
本条項の趣旨に鑑み、本評
価・検証とは異なる場で対策
等について検討を行うことが
必要。

8 5 4 B

・決議や意見書の採択など、合意形
成に努めることができた。
・会派活動を活性化するとともに市
民に対し明確なものとするため、会
則を定めることが必要。
・会派の異動については、申合せが
守られなかった。
・途中で会派の新設、異動、加入が
できないようにするべき。
・会派結成時は問題ないが、途中で
の異動や加入について明確でないた
め、改善が必要。

第5条

(会議の公開と市民参画の推進)
　議会は、原則として全ての会議を公
開する。

　会議は原則公開で開催して
いる。

　会議については原則公開と
するが、協議・調整の場等、
公開に馴染まないと考えられ
るものに係る公開について
は、十分な協議が必要。 6 7 3 1 B

・委員会についても動画配信による
公開が必要。
・会議は原則公開であるが、協議会
については検討が必要。
・代表者会議については公開されて
いない。
・委員会等の開催日時の設定の手法
等について整理が必要。

第5条

２　議会は、市民の多様な意見を議会
活動に反映することを目的に、市民の
議会活動へ参画する機会の確保を図
る。

　市議会モニター制度の運用
により、市議会への市民参画
の機会を確保している。

 市議会モニター制度について
は、モニター数が年々減少し
ていることから、制度のあり
方について検討するととも
に、より多くの市民に関心を
持たれる魅力のある開かれた
議会を目指すため、引き続き
様々な手法についても検討し
ていく。

5 4 3 5 D

・市議会モニター制度について、当
条例へ明記すべき。
・市議会モニターが年々減少傾向に
ある。
・市議会モニター制度については、
見直しが必要。
・市議会モニター制度は評価する
が、常に市民に開かれた議会にする
ため、広く市民（団体）との意見交
換を可能とする出前講座的な制度の
確立が必要。

第6条

(説明責任)
　議会は、その意思決定又は政策決定
を行った場合は、その議決責任を認識
するとともに、市民に対して説明する
責任を有する。また、議会は、議案に
対する議員の賛否を公開する。

　市議会報告会（令和２・３
年度は未実施）において市民
に対し主な施策について説明
するとともに、議員の賛否状
況（議案ごと）をホームペー
ジに掲載している。
　また、議会広報紙（令和４
年に再発刊）において議決内
容を掲載している。

11 4 2 A

・議会広報紙を再発行できたことは
大いに評価するが、議決結果のみの
掲載であれば市広報や市議会ホーム
ページでも公開していることから、
初日や最終日についてもユーチュー
ブ配信を求める。（議案上程や市長
の所信表明、委員長報告、討論の内
容等を広く公開するため）
・議会広報紙の内容の充実が必要。
・賛否に係る内容をもっと詳しく市
民に説明すべき。

3 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第7条

(議会報告会及び市民との意見交換)
　議会は、議会で行われた議案等の審
議過程及び結果について市民に報告す
るとともに市政全般に関する課題につ
いて意見交換を行うことを目的に、議
会報告会を開催する。

　市議会報告会及び高校生と
の意見交換会を毎年開催（令
和２・３年度は未実施）し、
市民に対し各常任委員会の活
動等について報告するととも
に、市民との意見交換を行っ
ている。

　市議会報告会及び高校生と
の意見交換会の開催において
は、確実に参加者の安心・安
全が確保されるよう努めると
ともに、インターネットの活
用等についても検討してい
く。

5 12 B

・コロナ禍のため近年は開催できて
いないが、コロナ解消後は恒常的に
実施したい。
・市議会報告会に向けては早めの準
備が必要。
・デジタルを活用した市議会報告会
の検討が必要。
・前回の評価以降、議会報告会の実
施要項について整理がなされ年間ス
ケジュールも明記されているが、コ
ロナ禍に対応できるオンライン開催
や内容についても更なるブラッシュ
アップが必要。

第7条

２　議会は、前項の議会報告会のほ
か、市民の多様な意見を把握すること
を目的に、必要に応じて意見交換の場
を設けるものとする。

　平成29年３月に光商工会議
所との意見交換を委員会で実
施した。

　各委員会等において、必要
に応じて市民や団体等との意
見交換を実施するとともに、
インターネットを活用した意
見交換等についても検討して
いく。

1 6 8 1 1 C

・令和元年第11回議会報告会で公募
による意見交換会を行い、不登校児
童・生徒を支援する団体と意見交換
ができた。
・今期は実施されていない。
・コロナ禍の影響により実施できて
いない。
・他市議会の事例のように手続きを
定めるべき。
・積極的に行うべき。
・市民団体等ともっと意見交換を行
うことが必要。
・市議会報告会以外の市民との意見
交換の場について定める必要があ
る。
・広く市民（団体）との意見交換を
可能とする出前講座的な制度の確立
を求めると共に、市政の課題等に関
し、市民や関係機関等との積極的な
意見交換活動が必要。
・市議会報告会以外の市民との意見
交換会の実施はなじまないため、条
項の見直しが必要。

4 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第8条

(広報広聴)
　議会は、市政及び議会に関する情報
を市民に提供するとともに、市民の意
見、要望等に係る内容及び対応につい
て積極的に公表するものとする。

　市議会報告会（令和２・３
年度は未実施）で各委員会活
動等について報告するととも
に、市民から寄せられた意見
や市議会モニターからの意
見・提言とその回答につい
て、ホームページ等において
掲載している。

9 6 1 1 A

・議会広報紙については、永く続け
られる仕組みづくりが必要。
・市民が更に容易に（手軽に）議会
に関する情報が入手・確認できる手
法等について検討が必要。

第8条

２　議会は、多様な広報手段を活用
し、多くの市民が議会及び市政に関心
を持つよう広報広聴活動の充実に努め
るものとする。

　ホームページやフェイス
ブックにおいて市議会の情報
発信を行うとともに、令和４
年に議会広報紙を再発刊し各
戸に配布している。
　また、一般質問の映像を
ユーチューブにて配信してい
る。

10 5 2 A

・議会広報紙の再発行は大いに評価
する。
・議会広報紙においては、ＱＲコー
ドの取扱いを容易にするとともに、
ホームページの内容を見てみたくな
るように工夫することが必要。
・議会広報紙において、より詳細な
活動報告が必要。
・フェイスブックについては活用で
きていないので整理が必要。
・議会の記者会見については、マス
コミにも好評だったため、今後も活
用すべき。
・委員会についても動画配信による
公開が必要。
・予算及び決算に係る本会議（最終
日）についてもユーチューブによる
配信が必要。

第8条

３　議会は、前条の議会報告会、広報
広聴活動の推進及び充実を目的に、広
報広聴委員会を設置することができ
る。

　広報広聴特別委員会を設置
し、年間を通じた広報広聴活
動を実施している。

9 4 1 3 A

・市議会モニター制度について、当
条例へ明記すべき。
・広報広聴活動の効果測定などにつ
いても実施すべき。
・議会広報紙が再発行されたことか
ら、特別委員会の常設化が必要と考
える。
・作業量等の関係から、全議員が広
報広聴活動に関わるよう、２委員会
への分割が必要。
・特別委員会の負担軽減の検討が必
要。

5 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第9条

(請願及び陳情)
　議会は、請願及び陳情を市民による
政策提案と位置付け、真摯に取り扱う
ものとする。

　ホームページにおいて、請
願等の提出について図や様式
例を用いて案内を行い、市民
から提出しやすい環境を整備
している。

10 6 1 A

・請願と陳情の違い等、制度の内容
について、広く市民に周知すべき。
・請願及び陳情の取扱いについて、
より市民に寄り添った新たなルール
づくりが必要。
・請願や陳情の内容が理解できるよ
う調査等を十分に行い、その意を汲
み取ることが必要。
・陳情に係る取扱いが雑であり、誠
意ある対応となっていない。

第9条

２　議会は、必要に応じて、請願者又
は陳情者の意見陳述等を行う場を設け
るよう努めるものとする。

　陳情については、一定の条
件のもと、陳情者の意見陳述
の機会を確保している。

11 5 1 A

・今期は陳情の意見陳述が３件あっ
た。
・意見陳述が行われた陳情に対して
は、所管委員会における取扱い方法
や陳情者への回答方法等について、
陳情者に寄り添ったルールづくりが
必要。
・陳情者に対する意見陳述の機会の
確保のみでは不十分と考える。

6 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第10条

(市長等との関係)
　議会は、二元代表制のもと、議事機
関として市長等との緊張感を保持し、
事務執行の監視及び評価を行うととも
に、責任ある政策の立案及び提言等を
通じて、市長等とともに、市政の発展
に努めなければならない。

　二元代表制のもと、議事機
関として、議案審査等に真摯
に取り組むとともに、市長等
に対する提言等を行うことに
より、市政の発展に努めてい
る。

9 4 3 1 A

・コロナ禍のため現場の調査ができ
なかったが、執行部所管を講師とし
て研修を受けることはできたのでは
ないか。
・より多くの提言等を行うなど、議
会として真剣に取り組むべき。
・監視及び評価は個で行っているた
め、責任ある政策の立案及び提言に
つなげるためには、何か仕掛けが必
要。
・委員会の年間テーマに係る協議や
意見交換等の活性化により、委員会
及び議会の政策提言・政策立案につ
なげていくことが必要。
・会派や議員によっては市長に意見
もできず、市長等との間に緊張感な
ど期待できないケースがある。

第10条

２　議会は、政策提言及び政策提案の
内容を市民に明らかにする。

　市議会としての要望を市長
に提出し、その内容をホーム
ページにおいて掲載してい
る。

11 4 1 1 A

・令和３年11月に新型コロナウィル
ス感染症対策に係る要望を市長に提
出した。
・新型コロナ対策に係る要望書等を
提出できたのは評価するが、今後も
年間テーマ等について委員会におい
てしっかりと協議を行い、議会とし
ての政策提言につなげることが重
要。
・市議会として市長等に対して行っ
た要望等について、市民への更なる
周知が必要。
・これまで政策提言のようなものは
ほとんど事例がない。

第10条

３　本会議における議員の市長等に対
する質問は、広く市政の課題に関する
論点及び争点を明らかにするため、一
問一答の方式で行うことができる。

　現状において、一般質問を
行う議員は全員が一問一答方
式で実施している。

13 3 1 A

・現在、一括方式又は一問一答方式
の選択になっている中で、全議員が
一問一答方式を選択しているが、議
会として一問一答方式が望ましいの
であれば一問一答方式のみにする検
討も必要。
・議論ではなく、言い争いになって
いるケースがあるため、執行部、議
会ともに言論の府であることの再確
認が必要。
・市長自らの答弁が限られているの
は問題と考える。

7 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第11条

(政策等の評価)
　議会は、市長等が提案する政策等に
ついて、審議を通じて政策の向上を図
るため、次に掲げる事項に主眼を置い
て評価する。
(1)　政策等を必要とする背景
(2)　提案に至るまでの経緯
(3)　他の自治体の類似する政策との比
較検討
(4)　総合計画との整合性
(5)　関係法令及び条例等
(6)　財源措置及び将来にわたる費用と
効果

　市長等から提案された政策
等について、全議員が多角的
な観点から審議を行うととも
に、重要な計画等について
は、「光市行政に係る基本的
な計画等を議会の議決事件等
にする条例」の規定に基づき
十分な審議を行っている。

　更に本条各号に掲げる事項
を主眼に置いた政策等の審議
を行うよう努める。

8 9 B

・委員会前後の協議や自由討議の活
性化、他市議会の事例のような事前
勉強会をおこなうこと等により質疑
の質を高めると共に、スムーズな委
員会運営につなげる取り組みの検討
や委員会後の振り返り等による深化
が必要。
・コロナ禍の影響により、限界が
あった。
・十分な審議とまでは言えない。
・基本的な計画等については、議員
の意見等を反映させることが難し
い。

第11条

２　議会は、前項の政策等を審議する
に当たっては、論点を明らかにすると
ともに、執行後における政策等の評価
の視点も踏まえるよう努める。

　市長等が作成する事務事業
評価書や監査資料、決算附属
資料や主要施策の成果等を参
考に、自己の意見を開陳しな
がら政策等について評価して
いる。 9 8 A

・政策等の審議に当たっては、市長
等が作成する資料等についての各議
員における更なる事前の調査・研究
が必要。
・事務事業評価書の検証が不十分と
考える。
・議論ではなく、口論になっている
場合があるため、議論とは何かにつ
いて研修が必要。

第12条

(予算及び決算審議)
　議会は、市長の提出する予算案及び
決算の審議に当たっては、市長に対
し、分かり易い説明資料を作成するよ
う求めることができる。

　予算書及び決算書につい
て、さらに分かり易い資料と
なるよう要望している。

　予算書及び決算書について
は、さらに分かり易い資料と
なるよう、引き続き要望して
いく。

8 7 2 B

・予算等において、補足説明資料が
あれば配布を求める。
・主要施策の成果において、実績数
等が並んで成果の表記が少ないと感
じる。
・更なる要望が必要。
・予算や決算のポイントをまとめた
パワーポイント等を活用し、ペー
パーレス化を推進すべき。

第12条

２　予算及び決算の審議に当たって、
必要な場合は委員会を設置することが
できる。

　現在、予算及び決算の審議
については、各常任委員会に
おいて詳細に審議を行ってお
り、予算及び決算の審議に特
化した委員会については設置
していない。

11 5 1 A

・予算、決算の審査を行う委員会の
設置が必要。
・現状での取組みは無いが、できる
規定のためそのままとする。

8 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第13条

(議決事件)
　議会は、光市のまちづくりにおける
積極的な役割を果たすため、地方自治
法(昭和22年法律第67号)第96条第２項
の規定に基づき議決すべき事件を定め
る。
２　議決事件に関し必要な事項は、別
に条例で定める。

　「光市行政に係る基本的な
計画等を議会の議決事件等に
する条例」を制定し、重要な
計画等について規定に基づき
審議しており、その他の計画
等についても必要に応じて議
決事件として審議している。

　「光市行政に係る基本的な
計画等を議会の議決事件等に
する条例」に係る理解を深
め、当該条例に基づく議案の
審査を行う。 8 5 4 B

・議決事件に係る運用手順等につい
ては、精査・見直しが必要。
・運用が正しくされているか検証が
必要。
・議員内で完結している印象を受け
る。

第14条

(議員間討議)
　議会は、議員相互の自由な討議を重
視した運営に努めるとともに、議案等
を審議し結論を出す場合にあっては合
意形成に向けて議員相互において議論
を尽くすよう努める。

　議員間討議を試行的に導入
し、必要に応じて実施してい
る。

　試行的実施としている議員
間討議について、より積極的
に実施していく。

1 9 3 4 B

・試行してきた中で、課題等を整理
し、ルール化することが必要。
・議員間討議を実施する事例を条例
に明記すべき。①議案や議決事件に
関するもの②請願、陳情に関するも
の③その他議会や委員会で自由な討
議を行うもの
・議員間討議実施に係る手順を定め
るべき。
・議員間討議については、実施回数
が少なく、積極的に行うべき。
・委員長が積極的に議員間討議の場
を設けることが必要。
・議員間討議を有効に活用できてい
ない。
・議論が噛み合わないケースが散見
される。
・合意形成に向かっていないケース
が散見される。
・議員間で情報収集能力に差がある
ため、それを埋める場として理解す
る。

9 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第15条

(政策討議)
　議会は、市政に関する重要な政策及
び課題に対して、認識の共有及び合意
形成を図り、もって政策の立案及び提
言を推進するため、必要に応じて政策
討議の場を設けることができる。

　重要な政策及び課題に対し
ては、市議会として合意形成
を図るため全員協議会の開催
等を行っているが、政策の立
案及び提言を推進するための
政策討議の場の設置は行って
いない。

　議員間討議の試行的実施を
重ね、本実施となった際に
は、必要に応じて政策討議を
行うこととする。

1 3 8 5 C

・新型コロナ対策や防災対策等、必
要に応じて政策討議の場の設置が必
要。
・全議員で取り組めるテーマを探す
ことが求められる。
・政策討議実施に係る手順を定める
べき。
・光市議会では、委員会中心主義を
とっていることから、先ずは委員会
での議員間討議の活性化に取り組む
べきと考える。
・全員協議会をもっと開催するべ
き。
・政策討議は行われていない。
・想定が不明であり、実施されてい
ない。
・本条項については、削除しても問
題ないと考える。
・第14条議員間討議と混同されやす
いため、本条文は削除すべき。
・たとえ政策提言したとしても、執
行部に受け入れる態度がみられな
い。

第16条

(議会の運営原則)
　議会は、合議制機関として、議員相
互の議論を尊重し、公正、公平かつ効
率的な議会運営に努めなければならな
い。
２　議会は、議長、副議長等の選出に
ついて、別に定める。
３　議長は、議会を代表して中立公正
な職務遂行に努めるとともに、議会の
品位を保持し、民主的かつ効率的な議
会運営を行うものとする。
４　議長及び委員長は、それぞれ、議
会又は委員会における発言に対し、論
点整理に努める。

　市議会を代表する議長につ
いては、中立公正の観点から
会派を離脱することとしてお
り、必要に応じて会派代表者
会議を開催して各種課題につ
いて協議、調整を行ってい
る。
　また、委員長は、その役割
等について認識し、民主的か
つ効率的な議会運営に努めて
いる。

11 4 2 A

・委員会の議事進行についての委員
長の職責と権限が共有できていない
ことにより、委員会の運営が混乱す
る事例が散見される。
・正副委員長による論点整理が十分
でない。
・委員長については、委員会運営等
について、更に勉強することが必
要。
・特定の議員を攻撃する例があり、
言論の場となるよう反省していただ
きたい。
・二元代表制ではあるが、現状、市
長と議長が対等になっていない。

10 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第17条

(委員会)
　委員会(常任委員会、議会運営委員会
及び特別委員会をいう。以下同じ。)
は、市政の課題等に迅速かつ的確に対
応するため、その機能を十分発揮する
よう運営しなければならない。
２　委員会は、その専門性と特性を活
かし、市民にわかりやすい運営に努め
るものとする。
３　委員会の設置及び運営について
は、別に条例で定める。

　各常任委員会においては年
間テーマを定め、議員間で積
極的に意見交換や情報共有を
行うとともに、現地視察等に
より各議員の認識を深め、調
査結果等について市議会報告
会やホームページにおいて報
告している。

　各常任委員会においては、
引き続き年間テーマを設定し
調査・研究を行うとともに、
その結果について広く報告す
ることにより、委員会として
の責任を果たす。

7 7 1 2 B

・委員会の年間テーマに係る調査・
研究が中途半端になっている。
・委員会の年間テーマに関する定め
を条例に明記すべき。
・委員会の年間テーマの設定等に係
る事項について、条例等に定めるべ
き。
・コロナ禍の影響により視察等がで
きない状況が続いていることから、
オンライン視察の検討が必要。
・委員会によっては、運営がスムー
ズに行われていない。

第18条

(調査研究機関及び検討会の設置)
　議会は、市政の課題に関する調査研
究のため必要があると認めるときは、
専門的知見を有するもの等で構成する
調査研究機関を設置することができ
る。
２　議会は、必要があると認めるとき
は、前項の調査研究機関の構成員に議
員を加えることができる。
３　議会は、市政の課題に関する調査
又は検討のため必要があると認めると
きは、議員で構成する検討会を設置す
ることができる。

　専門的知見を活用する議会
アドバイザー制度を創設して
いる。

　必要に応じて議会アドバイ
ザー制度を活用し、施策等に
係る調査研究を行う。

3 3 6 5 C

・議会アドバイザー制度について条
例に明記すべき。
・現状、議会アドバイザー制度が使
われた実績はない。
・議会アドバイザー制度は活用でき
ていないため、活用に向けて議会内
での協議が必要。
・政治倫理条例の改正については、
アドバイザーを活用すべきであった
と思われる。
・議会アドバイザー制度はこれまで
実績がなく、廃止すべき。
・検討会についてはできる規定なの
でそのままとする。

11 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第19条

(議員研修)
　議会は、議員の政策形成及び立案等
の能力向上を図るため、議員研修の充
実強化に努めなければならない。
２　議会は、前項の議員研修に当た
り、広く各分野の専門家、市民等との
研修会を開催することができる。

　市議会議長会が開催する研
修会に全議員が参加するとと
もに、講師を招いて研修会を
開催する等、議員研修の充実
強化を図っている。
※令和元年度に光市主催で周
南３市合同の研修会を開催。

　積極的な議員研修の実施と
ともに、研修内容の充実強化
に努める。

5 6 6 C

・コロナ禍のため、近年は実施でき
ていない。
・議会基本条例・議決事件条例・政
治倫理条例について任期の最初に研
修会を実施すべき。
・議員間討議のあり方などについ
て、議会内での研修が必要。
・今後は、議会アドバイザー制度を
活用した研修や政務活動費を活用し
た会派ごとや会派をこえた合同での
研修の実施が必要。
・各種研修会の開催について検討す
る場が必要。

第20条

(政務活動)
　会派は、政務活動費を有効に活用
し、政策提言等に活かすよう市政に関
する政務活動を積極的に行わなければ
ならない。
２　会派は、政務活動費の適正な執行
を図るとともに、市民に対し、使途を
説明する責務を負う。
３　議会は、政務活動費の収支報告及
び証拠書類を公表することにより、使
途の透明性の確保に努めるものとす
る。
４　前３項に定めるもののほか、政務
活動費については、別に条例で定め
る。

　政務活動費運用に関する手
引きを作成して適正な執行を
図るとともに、透明性確保の
ため、領収書等を含め簡易閲
覧を実施し、ホームページに
も掲載している。

13 4 A

・前回の評価以降、政務活動費運用
に関する手引きを作成し、実費弁
償、領収書の公開等がルール化され
たことは大いに評価する。
・現在はコロナ禍影響を受け、幅広
い調査研究が行えていない。
・会派で共有していないもの（書
籍、新聞、資料等）については、個
人で購入・購読すべき。

第21条

(予算の確保)
　議会は、二元代表制の趣旨を踏ま
え、議事機関としての機能を確保し、
円滑な議会運営の実現を図るため、市
長に対し、必要な予算の確保を求め
る。

　市議会の機能を強化し、ま
た、果たすべき役割を実現す
るため、必要な予算を要求し
ている。

　引き続き議会運営において
必要な予算について精査・確
認し、その確保に努める。

8 7 2 B

・予算の要求と反映の状況につい
て、更なる理解が必要。
・予算ヒアリングのプロセス等につ
いての理解が必要。
・市議会のＩＣＴ化推進のため、情
報活用能力の向上及びネット環境の
整備が必要。

12 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第22条

(議会改革)
　議会は、議会の信頼性を高めるた
め、継続的な議会改革に取り組むもの
とする。
２　議会は、前項の改革に取り組むこ
とを目的に、必要に応じて議員で構成
する推進組織を設置するものとする。

　これまでに改革推進委員
会、議会のあり方調査特別委
員会、広報広聴特別委員会、
議会改革推進特別委員会及び
政治倫理条例改正検討特別委
員会を設置し、継続的に議会
改革を推進している。

12 4 1 A

・議会基本条例の評価のように、
ルールに基づいてＰＤＣＡサイクル
を回すことが議会の仕組みとして重
要。

第23条

(議員の政治倫理)
　議員は、市民全体の代表者として高
い倫理性が求められていることを常に
自覚し、良心及び責任感を持って議員
の品位を保持し、識見を養わなければ
ならない。
２　議員の兼業の報告義務等の政治倫
理に関する事項については、別に条例
で定める。

　令和３年６月に政治倫理条
例改正検討特別委員会を設置
し、昨今の情勢に即した条例
となるよう、条項の改正を行
うための調査・研究を行っ
た。
※令和３年12月議会において
「光市議会議員政治倫理条
例」を一部改正。

13 2 1 1 A

・議員の品位を保持するために更な
る見識が必要であり、「光市議会議
員政治倫理条例」についてはより良
いものに改正していくことが必要。
・一部の議員の言動に問題がある。

第24条

(議員定数)
　議員定数の基準は、本市の人口、面
積、財政力及び事業課題を比較検討
し、決定するものとする。
２　議員定数については、別に条例で
定める。

　「光市議会議員定数条例」
において議員定数を定めてい
る。

　特別委員会設置等による定
期的な検討の実施が必要。

7 10 B

・今期においては見直し等を行って
いない。
・今後、定数に係る議論を行ってい
くべき。
・定数条例で定められているが、4年
に1回の選挙に向けて検証・検討が必
要。
・特別委員会等における検討が必
要。

第25条

(議員報酬)
　議員報酬に関する条例改正の提案に
当たっては、市政の課題及び将来展
望、財政力等を十分に考慮するととも
に、市民等の意見を聴取するため、公
聴会制度及び参考人制度等を十分に活
用するものとする。
２　議員報酬は、社会経済情勢、本市
の財政状況・事業課題及び類似する他
市の議員報酬等を勘案し、定めなけれ
ばならない。
３　議員報酬については、別に条例で
定める。

　「光市議会議員の議員報
酬、費用弁償及び期末手当に
関する条例」において議員報
酬を定めている。
※令和２年６月１日～11月13
日及び令和３年１月分～３月
分の議員報酬について、特例
として、議員報酬月額を100分
の10減額した。

　特別委員会設置等による定
期的な検討の実施が必要。

5 11 1 B

・今期においては見直し等を行って
いない。
・今後、定数とセットで報酬につい
ても議論を行っていくべき。
・報酬については、政務活動費等と
一体化して協議する必要があると考
えるが、以前の特別委員会における
協議では意見がまとまらなかった。
・特別委員会等における検討が必
要。

13 



A B C D E 総合
条文 取組状況等 今後の対策等

評価
意見等自由記述欄

第26条

(議会事務局)
　議会は、政策の立案並びに提言能力
の向上及び監視・評価機能の強化を図
るため、議会事務局の調査機能及び法
務機能の充実強化並びに組織体制の整
備に努めなければならない。

　調査機能や法務機能の充実
強化のため、職員研修等に参
加し、資質向上に努めてい
る。

9 8 A

・人員を増やす必要がある。
・現在、事務局職員については人事
異動があり、一時的に議会へのサ
ポート体制が不安定となる可能性が
あることから、専門的職員の常時配
置の検討が必要。
・法務機能の充実が課題と考える。
・資質向上に努めているとは言い切
れない。

第27条

(議会図書室)
　議会は、調査研究に資するため、議
会図書室を適正に管理運営するととも
に、図書及び資料等の充実に努めるも
のとする。

　現在のところ、議会図書室
については過去の会議録を主
として整備しているが、今後
は、調査研究に資するための
図書及び資料等について、更
なる充実を図る必要があると
考えられる。

　法令に基づき設置している
ことから、その環境整備等に
努める。

2 10 5 B

・市民も利用可能である表示をすべ
き。
・使える、また、開かれた議会図書
館に向けて改善が必要。
・整理整頓が必要。
・記録的資料だけでなく、まちづく
りにつながる雑誌等の整備が必要。
・書籍の充実を図るため、図書館司
書にアドバイスをもらうことも必
要。
・書籍等を充実することにより、政
務活動費により購入する書籍等につ
いての整理が可能となる。
・エアコンの修理が必要。
・室内が暗い、暑い、寒い、かび臭
い等、環境の改善が必要。

第28条

(最高規範性)
　この条例は、議会における最高規範
であって、議会に関する条例、規則等
の制定を行うときは、この条例の趣旨
を踏まえ整合性を図るものとする。
２　議会は、議員にこの条例の理念と
趣旨を浸透させるため、改選後におい
ては速やかに、この条例に関する研修
を行わなければならない。

　議会に関する条例等につい
ては、本条例の趣旨や規定に
反することがないよう、十分
に整合を図るとともに、実際
の議会運営においても、本条
例の趣旨等に則ったものとな
るよう努めている。
　また、改選後すぐに開催さ
れる全員協議会において、光
市議会関係例規等を配布し、
概要について説明がなされて
いる。

　本条例の評価・検証を行う
中で、本条例に係る理解を更
に深めることとする。

7 6 4 B

・改選後、速やかに本条例に係る研
修を実施すべき。
・議会基本条例に特化した説明会は
開催されていないため、改選後３ケ
月を目途に開催すべき。
・詳細な説明が必要。
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第29条

(見直し手続)
　議会は、この条例の目的が達成され
ているかどうかを必要に応じて検証す
るものとする。
２　議会は、前項の検証の結果、この
条例及び議会に関する条例、規則等の
改正が必要と認められる場合は、適切
な措置を講ずるものとする。なお、評
価に関しては、議会運営委員会で検討
するものとする。
３　議会は、前項の規定により措置を
講じた場合は、その理由及び内容を公
表するものとする。

　条例の目的が達成されてい
るかどうか、必要に応じて評
価・検証を行っている。
※令和元年に検証及び評価を
実施。

　引き続き必要に応じた評
価・検証を行うとともに、
「今後の対策等」に係る取組
を進める。
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・概ね２年に１回のペースで検証を
実施している。
・前回の評価・検証に基づく見直し
が見えない。
・議会の最高規範として、検証につ
いては必要に応じてではなく、期間
を明記して実行することが議会の責
任ではないかと考える。
・定期の見直しと必要に応じた臨時
的見直しを設定すべき。
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